
第第第第 回回回回景況景況景況景況調査調査調査調査 年年年年 月月月月調査調査調査調査  

●●●●「「「「グローバルグローバルグローバルグローバル恐慌恐慌恐慌恐慌」」」」のののの時代時代時代時代へへへへ 

 アメリカのサブプライムローン問題に端を発した今回の世界的な不況は、昨年の秋まで

は「世界金融危機」と呼ばれていました。しかし、その影響は金融面だけにとどまらず、

実体経済に一気に急速に広がりを見せたことから昨年秋からは「世界同時不況」と呼ばれ

ることが増えてきました。 

 今年に入り同志社大学教授の浜矩子さんが『グローバル恐慌』 岩波新書 という本を

刊行しました。この本では、現在の状況は好況―不況という景気循環の一局面ではなく、「恐

慌」状態にあることを強調しています。「恐慌」というのは、経済学的には通常の不況期

にとどまらず、倒産、失業が連鎖的に大規模に進んでいく状況を意味しますが、端的に言

えば文字どおり「恐れ慌てる」状況です。日本を含めた第二次世界大戦後の先進国の経済

システムは恐慌状態回避を可能にしたといわれていますが、今回のグローバル恐慌はそう

ではなかったことを示しています。 

 

●●●●「「「「グローバルグローバルグローバルグローバル恐慌恐慌恐慌恐慌」」」」へのへのへのへの姿勢姿勢姿勢姿勢 

 グローバル恐慌の時代にいるわれわれは、どういった姿勢で対置すればよいのでしょう

か。 

 第一に、戦後初めて直面したグローバル恐慌という時代の中にいること、そのため従来

の経験だけでは対処できないこと、をしっかりと認識する必要があります。最近、直近の

恐慌 つまり 年の世界恐慌 に関する書籍の刊行や再刊が目立ちます。歴史に学

ぶことは大切ですが、 年前の経験がそのまま活かせるはずはありません。われわれ自

身が切り拓いていかなければならないのです。 

 第二に、厳しい経営環境にあるとはいえ、経営者と従業員の創意と工夫次第では克服は

けして不可能でないこと、についてもしっかりと確信しておく必要があります。この点に

ついては、最後に触れることにします。 

 

●●●●厳厳厳厳しさしさしさしさ増増増増したしたしたした 年年年年 月期月期月期月期のののの景況景況景況景況 最新版最新版最新版最新版からからからから 

 昨年末の景況は、同友会景況調査を初め、私が目にしたすべての調査で景況の悪化を指

摘しています。 

 年終わりから景気動向について警鐘を発してきた同友会景況調査 で

は、「世界同時不況・受注止めの中、経営崩壊の危機」と中小企業をめぐる経営環境の厳

しさをあらためて強調しています 「中小企業家しんぶん」 年 月 日 。 で

は、 年 月期の業況判断が前期 月期 と比べて大幅に悪化した

ことに加えて 値が▲ →▲ 、 年 月期、 月期についてもさら

に大きな悪化が予測されています いずれも▲ 。業況悪化のテンポは、一昨年まで日



本経済を引っ張っていた製造業、地域では東海や北陸地域で悪化が顕著になっています。 

 業況の悪化は、中小企業経営にも本格的に影響を与え始めています。 でも、資金

繰りの悪化、雇用調整の本格化、設備投資の下降など、業況の悪化が中小企業の企業活動

のあらゆる側面にマイナスに影響していることが示されています。 

 同様な結果は、日本政策金融公庫総合研究所 旧国民生活金融公庫、中小企業金融公庫

などが合併して昨年 月設立 の全国中小企業動向調査結果でも見られます。この調査

では、企業規模別に小企業と中小企業を分けて業況判断を聞いていますが、「小企業の景

況は厳しさを増している」「中小企業の景況は悪化している」としているように、いずれ

も状況悪化を示しています。特に、小企業と比べるとやや状況がよかった中小企業でも

年後半から業況も売上も著しく低下していることが目立っています。業況判断

値などのなかには、前回の景気の底 年 や前々回 年 に近い状況に

なっているものも見られます。 

 

●●●●大阪経済大阪経済大阪経済大阪経済はははは 大阪大阪大阪大阪のののの 月期調査月期調査月期調査月期調査よりよりよりより 

 でも見られたように、地域別の業況判断 では、これまで好調であった東海地

域や北陸地域で、今後の業況判断 が最も悪くなっています。近畿圏は、関東などと並

びその次に悪化予測の強い地域となっています。 

 大阪府立産業開発研究所の大阪府景気観測調査結果 大阪市以外 によると「景気は急

速に悪化している」とあり、業況判断は大幅悪化、出荷・売上高は大幅低下、営業利益は

大幅低下など厳しい状況を示しています。大阪市内 大阪市調査 については、「需要の

急激な縮退により大企業中心に業況等が急降下」とされており、悪化が先行していた中小

企業だけでなく、大企業でも厳しさが増していることを示しています。 

 大阪府下の中小企業景況を分析している大阪市信用金庫でも「悪化幅拡大し、過去最低

水準に迫る」とあり、アジア通貨危機後の状況に匹敵する厳しさであるとしています。 

 大阪同友会の調査も他の調査とほぼ同様な結果を示しています。特に、 年

月期の業況については今期以上の悪化が予想されており、予断を許さない状態になって

います。資金繰りについては、同友会調査ではまだ深刻さは見られないものの、 や

大阪の他の調査では悪化の程度が拡大している状況にあることから、注意が必要です。価

格については、仕入単価の上昇傾向が弱まっている反面、売上・客単価 が昨季と異な

り大きくマイナスになっていることが気になります。 

 

●●●●加速加速加速加速するするするする景気後退景気後退景気後退景気後退のののの中中中中でなすべきことでなすべきことでなすべきことでなすべきこと 号号号号からからからから 

 号では、厳しい状況の中で果敢に取り組んでいる中小企業の事例から事態を

打開するための七つの方策を提起しています。この中で、次の三つの点を特に大阪の中小

企業に強調して終わりにしたいと思います。 



 第一に、石橋を叩きながら前向きに進むことです。厳しい環境の中で慎重にならなけれ

ばなりませんが、経営者の姿勢まで縮こまってはいけません。 

 第二に、「市場は縮小してもなくなるわけでない」ことを確信し、人間と市場を観察す

ることに力と情熱を注いでいくことです。 

 第三に、不況の嵐に立ち向かうため現状認識を社員と共有し全社一丸の体制作りをすす

めることです。認識を一致させた上でこれまで以上に社員の発想と力を有効に活用してい

くことです。 

 



 

 



 

 


